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給与制度の見直しについて

１ 給与制度の見直し

提 案 内 容 実施予定時期

(1) 平成29年人事院勧告に基づく給与改定

・給料表の改定 平成29年 4月1日

平均０．２％の引上げ

・期末勤勉手当の支給割合引上げ 平成29年12月1日

年４．３月分から年４．４月分に引上げ，勤勉手当に配分

（再任用職員は，年２．２５月から年２．３月）

(2) 退職手当の見直し

・国における退職給付水準の官民比較の結果を踏まえた法改正 平成30年 1月1日

に準じ，支給水準の引き下げ（調整率の改正による）

２ 人事制度の見直し

提 案 内 容 実施予定時期

(1) 非常勤職員の育児休業期間の見直し

・非常勤職員が，当該子の１歳到達日において，保育所等にお 平成30年 4月1日

ける保育の利用を希望し，申込みを行っているが，当面その実

施が行われない場合には，現行制度において，当該子が１歳６

か月に達する日まで育児休業をすることができるが，１歳６か

月到達日後の期間についても，当面その実施が行われない場合

には，新たに「当該子が２歳に達する日まで，育児休業をする

ことができる」こととする。


